
令和元年度 宇治市特別職報酬等審議会 
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資料１ 

令和元年１０月３１日 

 

 

令和元年度 審議予定 
 

 

回次・開催(予定)日 主な審議内容 

第１回 

 令和元年10月 9日（水） 

・他団体との比較状況について 

・一般職の給与の状況について 

・人事院勧告について 

第２回 

 令和元年10月31日（木） 

・京都府人事委員会勧告について 

・市の財政及び取組状況等について 

第３回 

 令和元年11月13日（水） 

・答申の方向性について 

・答申案について 

答申 

 令和元年11月下旬 
 

 

 

 

 

 

 



資料２ 
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会  議  録 （案） 

 

件  名 第１回宇治市特別職報酬等審議会 

日  時 令和元年 10月 9日（水）  1３：３0～1５：１５ 

場  所 本庁舎  7階第２応接室 

出席者 各委員・事務局職員 

【概要】 

 1 市長からの諮問 

2 議事 

（1）審議の公開・非公開について 

（2）令和元年度審議予定について 

（3）資料説明について 

 

【内容】 

 1 市長からの諮問 

    諮問書別添 

     

市長挨拶（抜粋） 

本市の平成 30年度の普通会計の決算状況は、人件費、扶助費及び公債費からなる義務的

経費は、扶助費の臨時福祉給付金給付事業の終了により、前年度から 4.5億円減の 356億

円となったが、臨時的経費を除いた扶助費は増加しており、今後も増加が見込まれる。一方

で、昨年度から取り組んでいる財政健全化推進プランの取組として、人件費や既存事業の見

直しなど、取組効果は着実に現れている。これらの結果により、財政の弾力性を示す財政指

標である経常収支比率は、前年度の 98.9%から 3.1ポイント減少し、95.8%となったが、

依然として 90%を超える水準にあり、財政構造の硬直化は続いている。このような厳しい

状況ではあるが、「未来に夢と希望を持てる新しい宇治市」を築くために、市民の皆様にお

約束した施策の実現に向けて、新しい宇治を切り拓く取組など、積極的に対応して参りたい

と考えているところである。 

今年度の審議においても、忌憚のないご意見、ご検討を賜りますようお願いしたい。 

 

２ 議事 

（1）審議の公開・非公開について 

（委員）昨年までの議論のとおり、率直な意見を述べるため、審議は非公開とし、終了後議事録

を公開するのが望ましい。 

 

        委員の意見を踏まえ、審議は非公開とし、議事録（要旨・発言者の氏名非公開）及び資料を

答申後に公開することに決定した。 

 

（2）令和元年度審議予定について 

（事務局説明） 

全体で 3回程度の審議を行い、1１月下旬に答申をいただく予定である。 

 

 

 

 

 

 

（裏面に続く） 
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（3）資料説明  

   事務局より、京都府内・類似団体の特別職等の報酬の状況等について、資料集をもとに説明を

行う。 

 

  （委員）期末手当における加算率とは何か。 

  （事務局）一般職の役職加算に相当するものであり、宇治市の場合は、報酬月額に支給月数と 1.3

を乗じることとなる。 

  （委員）加算率も議論をする必要があるか。 

  （事務局）本審議会では年収ベースでも議論をしていただいているので、議論の余地があると思

う。 

（委員）京都府内で見ると、15%のところが多いようにも見えるが。 

（事務局）本市では、一般職とのバランスを考えて 30%としている。 

  （委員）P35で宇治市は全国自治体別・公務員年収ランキング 301位とあるが、母数は。 

  （事務局）全体で 1788 である。都道府県、政令指定都市、中核市を含めた全ての団体を対象

に経済誌が調査したものである。宇治市は類似団体 32団体の中で 26番目となっている。 

（委員）比較の根拠を示さなければわからない。ラスパイレス指数は職員構成を揃えている。そ

れに対して、ここでの年収ランキングが単純平均によるものであれば、平均年齢が低いと下位

に位置づけられることになる。 

（事務局）宇治市の平均年齢は、やや低い方ではあると思う。一方で、ラスパイレス指数は給料

のみの比較である。年収ランキングは、1つの指標ということで資料に掲載している。 

  （委員）宇治市の経常収支比率や財政自由度は非常に厳しいものであるのは間違いない。宇治

市をどうしていくか、経営を考える理事者や議員が非常に厳しい財政状況であるということ

をどのように考えているのか、危機的な財政状況をどう克服するのか、その成果に対する報

酬を考えていくということでなければいけない。 

  （事務局）財政については、平成 29 年度に最も悪化し、経常収支比率は類似団体で最も高い

98.9%となった。平成 29年度に財政健全化推進プランを策定し、平成 30年度から 4年間

については、人件費の削減とあわせて、市民に負担をかけることになるが、使用料の増額改定

や事業の縮小等も進めてきているところである。その中で、平成 30 年度は、98.9%であっ

た経常収支比率が 95.8％まで減少した。これは単純に事業を縮小しただけではなく収入の面

でも法人税が増えたなどの要素があるが、将来に向けて今の時期にどういうことをしていくべ

きかを庁内でも議論し、健全化に向けた取組を進めているというところである。 

（委員）税収等が良かったという結果だけではなく、いろんな努力があったとは思う。ただ、景

気が悪くなれば税収も減るので、そういう時にどうするのかをしっかり見据えているのかとい

うことも大事な話ではないか。こうしたことを踏まえて財政健全化推進プラン策定後の状況を

見ていかなければ、単純に経常収支比率が 98.9%から 95.8%になったからそれで良いとい

う話にはならない。 

（事務局）今回税収が良かったことで、起債を増やすことなく基金も積み立てることで、将来に

向けて厳しい状況に備えることも一部出来たのではないかと考えている。 

（委員）以前から言っているが、宇治市は借金を避けるという制約をつけるから経常収支比率が

高くなっているのではないか。債務負担行為や借金をできるだけしないということの方が上位

の目的になっており、将来に向けての投資的な財政運営に取り組めているのか。比較的及び腰

な運営をしていると思う。投資的経費が少ないので、借金が少なく、財政は健全に見えている。

経常収支比率を除けば、赤字や将来負担が無いので、外形上良いように見えている。財政健全

化推進プランの中でコストカットだけの議論をしているのか。それとも将来に向けて必要な投

資をしていこうという議論をしているのか。 

（事務局）財政健全化推進プランは、今後 4 年間について、ソフト面の経常的な経費を中心に

議論をしてきた。一方で、公共施設等総合管理計画も併せて策定しており、そちらでは、30

年先までに現在の公共施設を 20%削減するという総枠を設定している。それに向けて具体的

にどうするのかを個別計画で進めている。例えば、施設を統廃合していく。あるいは、新しい

施設をつくる際は、いろいろな観点で使えるような施設整備であるとか、そういったことも併

せて事業としてやっている。 
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（委員）財政状況や市の取組内容がわかる資料を提供してもらいたい。そういったところも含め

てここで議論した方が建設的ではないか。そのあたりがわかるようにしてもらえるとありがた

い。 

（委員）「入るを量って出ずるを制す」という考え方は、当然必要なことであるが、「出ずる」を

全て制するのではなく、要るものは要るということを示してもらうのも大事である。財政が一

時的にプラス側に動いたかもしれないが、危機的な状況であるということは決して変わらない

ということを見据えておいていただきたい。 

（事務局）持続できるような取組ということが、何よりも重要である。そういった観点も十分踏

まえた形で財政健全化推進プランや公共施設等総合管理計画を策定している。それに基づい

て、具体的な内容を次回お示しできればと思う。 

（委員）次回には、平成 30年度の税収等の数字を参考として挙げてもらうことと財政健全化推

進プラン等の資料をお願いしたい。 

（委員）花火大会や敬老会がなくなり、中宇治地域では公民館がなくなり、市民活動の支柱がな

くなってしまった。地域住民の交流の場が必要であると感じている。 

（事務局）宇治公民館は耐震性能の不足により閉館したものである。ふれあいセンターについて

も、耐震性能の有無に応じて、機能移転等の対応をしているところである。現在、市としても

中宇治地域で市民活動の施設が不足しているという認識もあり、教育・福祉だけではなく、

様々な利用が可能な公共施設を検討している。 

（委員）P33（府内の特別職・議員の任期内収入）を見ると、京都市を含めても宇治市は平均よ

り高い。特にその差が顕著なのは、議員かと思われる。 

（事務局）P33の表は、京都府内の他市との比較であるが、P29の類似団体との比較では、際

立って高いという状況ではない。京都府内の他市との比較では、宇治市は高めに出ている。 

（委員）事務局には、本日の議論を踏まえて、次回までに資料の準備をお願いする。 

（事務局）どのような資料をお示しできるのか検討し、準備させていただきたい。 

（審議終了） 

 

 



令和元年京都府人事委員会の
「職員の給与等に関する報告・勧告」の概要

 １　民間給与との比較 

(1) 月例給

※　カット措置がないものとして、民間給与との均衡を図ることとしている

公民較差イメージ図

(2)　特別給（ボーナス）

年間支給月数は、職員が
民間を0.05月分下回る

令 和 元 年 10 月 21 日

京 都 府 人 事 委 員 会

４．５０月 ４．４５月

民間給与 職員給与 民間給与との比較

 管理職員の給料月額のカット
 措置がないものとした場合

379,612円

年 間 支 給 月 数

・ボーナスは、0.05月分引上げ（4.45月→4.50月）

・月例給は、公民較差 478円(0.13%)を解消するため、初任給及び
　若年層の給料月額を引上げ

本年のポイント

379,134円
478円

(0.13%)  職員給与が民間給与
 を下回る 管理職員の給料月額のカット

 措置後の実支給額
378,299円

1,313円
(0.35%)

民　間 職　員

・住居手当の支給対象となる家賃額の見直し(12,000円以下は非支給）

379,134円

民間給与 職員給与

379,612円

のカット措置がない
ものとした場合

管理職員の給料月額

378,299円

管理職員の給料月額

のカット措置 後の

実  支  給  額

478円
(0.13%)

1,313円
(0.35%)

※
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２　給与改定の内容及び実施時期

(1)　月例給

※　30歳台半ばまでの職員が在職する号俸について引上げ

実施時期：平成31年４月１日（遡及）

(2)　期末・勤勉手当（ボーナス）

 民間の支給月数に見合うよう0.05月分引き上げ

 勤務実績に応じた給与を推進するため勤勉手当に配分

　実施時期：令和元年６月１日（遡及）

一般の職員の場合の支給月数

(3)　その他の改定

 住居手当について、人事院勧告の改定の考え方に準じ、手当の支給対象を月額

  12,000円を超える家賃額を支払っている職員とする等の改定

　実施時期：令和２年４月１日

※府職員の平均給与額 （令和元年　行政職　平均年齢42.5歳）

勧告前 勧告後 勧告前後の差

月 例 給
(管理職員給料カット後)

378,299円 378,772円 473円

年間給与 6,270千円 6,292千円 22千円

勤勉手当 0.95月 0.95月 1.90月

項　目

439円 給料表の改定 
 人事院勧告の俸給表構造・改定内容を基本として引上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　(平均改定率0.1%)

改定額内　 　 容

34円 

473円 

６月期 12月期 合　計

計

はね返り分  給料表の改定に伴う地域手当等の諸手当の増加分

期末手当 1.30月 1.30月 2.60月

現行 2.225月 2.225月 4.45月

現行 0.925月 0.925月 1.85月

合　　計 2.25月 2.25月 4.50月

※
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３　給与以外の勤務条件等に関する報告の主な項目

(1) 職員の勤務条件

ア　総実勤務時間の短縮

・　時間外勤務命令の上限規制等に係る制度の運用状況を事業場調査等において確認・
　指導
・　客観的な記録を基礎とした適切な勤務時間管理
・　業務実態に応じた適切な執行体制の整備を進め、全庁的に時間外勤務を縮減
・　「府立学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方針」に基づく業務改善の取組
　の着実な実行

イ　健康の保持増進

・　定期健康診断等の全員受診の徹底と精密検査の受診促進
・　予防、早期発見・早期対応、職場への復帰支援・再発防止の各場面におけるメン
　タルヘルス対策の推進
・　大規模災害や事件事故への対応により不調等が認められる職員に対する産業医相
　談制度の活用及び医療機関受診等の対応

ウ　職業生活と家庭生活の両立

・　職場全体としてのサポート体制構築等により、両立支援制度を利用しやすい職場
　環境づくりを推進
・　仕事と家庭生活の両立につながる勤務形態の多様化・弾力化の検討

エ　適正な勤務環境の確立

・　労働安全衛生法等に適切に対応するとともに働きやすい勤務環境を追求
・　パワー・ハラスメントなどを防止するための対策を積極的に推進
・　健康増進法の改正に伴い、受動喫煙対策を徹底

オ　非常勤職員の勤務条件

・　会計年度任用職員の勤務条件が制度創設の趣旨等を踏まえたものとなるよう、関
　係規定を適切に整備

(2) 人事管理

ア　人材の確保・育成等

・　高度な専門性が求められる獣医師職など、人材確保をめぐる公民間・公務間の競
　合が激しくなる中、優秀かつ多様な人材の確保に向けて、受験者確保や採用辞退防
　止、離職防止などの対策を推進
・　障害種別に関わりなく能力を発揮できる業務や任用形態を確保し、障害者が働き
　やすい勤務環境づくりを推進
・　女性職員のキャリア形成支援や多様な分野への配置等、積極的な育成と登用
・　職員の年齢構成の変化も踏まえ、職員自身のキャリア形成と連携した効果的な研
　修を通じて高い専門性と強い使命感を持った人材を計画的に育成

イ　高齢期の雇用

・　国家公務員の定年延長が検討される中、高齢層職員がモチベーションを保持し、
　その役割を十分に発揮できる人事制度の確立
・　再任用職員を含む高齢層職員の経験・技術の活用と継承等について、本府の実情
　等を十分に踏まえた適切な制度の継続的な研究

ウ　公務員倫理の徹底

・　法令遵守や高い職業倫理が求められていることを踏まえた研修や啓発など実効あ
　る取組の徹底　
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モデル給与例（令和元年度 行政職）

 ・年齢は年度末年齢

 　　 を基礎に算出

(注)・大卒(一類)採用者を例に、給料(管理職員1.5～2%カット)、扶養手当、地域手当(京都市内)、管理職手当

参 考

 円 円 円 千円 千円 千円

219,784 221,316 1,532 3,615 3,652 37

269,561 270,983 1,422 4,421 4,458 37

326,668 326,887 219 5,409 5,429 20

400,404 400,404 0 6,698 6,719 21

432,895 432,895 0 7,247 7,269 22

548,433 548,433 0 8,921 8,946 25

644,368 644,368 0 10,876 10,911 35

698,443 698,443 0 11,793 11,832 39部長級

配偶者
子１人

配偶者

配偶者
子２人

５７歳
（９級）

５３歳
（６級）

５６歳
（８級）

副部長級

職務段階
年齢

（級）
扶養
親族

３０歳
（２級）

配偶者

係　員

なし
２５歳
（１級）

配偶者
子２人

配偶者
子２人

課長補佐

課長級

副主査

主　査

３５歳
（３級）

４０歳
（４級）

４５歳
（４級）

配偶者
子１人

月例給 年間給与

勧告前 勧告後 差 勧告前 勧告後 差
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過去の人事委員会勧告の状況

改　　定 支給月数 対前年増減

平成10年 0.74%
給料表引上げ
扶養手当、単身赴任手
当引上げ

5.25月 ―

平成11年 0.26% 給料表引上げ 4.95月 ▲0.30月

平成12年 0.10% 扶養手当引上げ 4.75月 ▲0.20月

平成13年 0.03% 一時金による精算 4.70月 ▲0.05月

平成14年 ▲ 1.97%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.65月 ▲0.05月

平成15年 ▲ 1.08%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.40月 ▲0.25月

平成16年 ▲ 0.01% ― 4.40月 ―

平成17年 ▲ 0.37%
給料表引下げ
扶養手当引下げ

4.45月 0.05月

平成18年 ▲ 0.01% ― 4.45月 ―

平成19年 0.13%
給料表引上げ
扶養手当引上げ

4.50月 0.05月

平成20年 0.02% ― 4.50月 ―

平成21年 ▲ 0.26%
給料表引下げ
住居手当引下げ

4.15月 ▲0.35月

平成22年 ▲ 0.12% 給料表引下げ 3.95月 ▲0.20月

平成23年 ▲ 0.19% 持家住居手当廃止 等 3.95月 ―

平成24年 ▲ 0.10% 給料表引下げ 3.95月 ―

平成25年 0.01% ― 3.95月 ―

平成26年 0.24% 給料表引上げ 4.10月 0.15月  

平成27年 0.47%
給料表引上げ
住居手当引上げ　等

4.20月 0.10月  

平成28年 0.23%
給料表引上げ
地域手当引上げ

4.30月 0.10月  

平成29年 0.26%
給料表引上げ
地域手当引上げ

4.40月 0.10月  

平成30年 0.18% 給料表引上げ 4.45月 0.05月

令和元年 0.13% 給料表引上げ 4.50月 0.05月  

月　例　給 期末・勤勉手当
備　　　　　考

公民較差

○給与構造改革（18年度～29年度）
・給料 ▲5.8%（現給保障あり）
・地域手当 ▲1.2%

・寒冷地手当廃止（17年度～）

管理職手当カット措置

全職員昇給延伸措置

全職員給与カット措置

管理職員給与カット措置（～H25.6）

＜年間給与で初の減少＞

・地域手当引下げ ▲0.8%

・管理職手当の定額化（19年度～）

・通勤手当（自動車等）の引下げ
・医師給与の引上げ（21年度～）

管理職員給与カット措置（H26.4～）

○給与制度の総合的見直し（28年度～29年度）

高齢層職員の昇給制度改正

全職員給与カット措置（H25.7～H26.3）

・給料表▲１％（現給保障２年間）
・地域手当の級地区分増設及び支給割合引上げ

○扶養手当の見直し（29年度～）

○住居手当の見直し(２年度～）
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宇治市財政健全化推進プラン

平成30年2月

宇治市



はじめに

　地方財政法の基本的な理念として、「財政の健全性」とは、単年度の

収支均衡の保持にとどまらず、長期にわたる財政の健全性すなわち長期

間を通じて起こる財政変動に耐えうる弾力性のある財政を確立し、住民

福祉の増進と地方自治の発達に資し得るような財政のあり方であるとさ

れているところです。

　人口減少・少子高齢社会の進展が見込まれる中、市税収入をはじめと

する歳入一般財源については、厳しい状況が続くものと推計をしており、

また歳出についても、義務的経費等の増大が避けられない状況からも、

財政の硬直化がより一層進行すると予測されるところです。

　このような中であっても、持続的に発展するまちづくりを目指すとと

もに、まちづくりの最高指針である総合計画を推進する新たな施策を実

現するためにも、その財源を生み出していくことが必要となっています。

　したがいまして、歳入の根幹である市税収入の確保に向けて、産業政

策や定住人口を増やす施策にスピード感を持って積極的に取り組むとと

もに、財政が健全な今のうちから、本市の１０年先、２０年先を見据え、

将来にわたっても持続可能な財政運営とするべく、更なる財政健全化に

取り組むこととしております。
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１．宇治市財政健全化推進プランの必要性

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率が５年連続で上昇し、財政構造の硬直化

がより一層進んでいることから、将来においても健全かつ持続可能な財政運営を

維持していくためには、現在の財政構造そのものを見直していく必要があります。

　そのような中、第５次総合計画第３期中期計画期間における財政見通しを踏ま

え、計画期間における各種施策を着実に実施していくためには、市税収入の向上

に資する取組を進め、歳入確保の取組や、歳出の抜本的な事務事業の見直しなど

の行政改革の取組をより一層進めることにより、新たな行政需要に対応するため

の財源を生み出していくことが必要となっています。

２．第５次総合計画等での位置付け

↓

→ 財政健全化の推進、抜本的な事務事業の見直し、新たな

歳入創出と財源の確保

→ 組織改革の推進、給与等の適正管理

→ 公共施設等アセットマネジメントの推進

○将来を見越した持続可能な行財政運営に向けて

　持続的な質の高い市民サービスの提供と、魅力ある宇治市を築くため

には、健全で持続可能な行財政運営が必要となるため、財政健全化に向

けて目標を明確に定めた実効性のある計画を策定し、これまで以上に、

財政健全化に向けた取組を計画的に進めます。

　持続可能な行財政運営の確立

　時代に即した組織体制の確立

 「多様な主体との協働とまちづくりの推進」

宇治市第５次総合計画（計画期間：平成２３～３３年度）
まちづくりの方向性：「信頼される都市経営のまち」

第３期中期計画＜行政改革の推進・持続可能な行財政運営の確立＞

宇治市第７次行政改革大綱（計画期間：平成３０～３３年度）

基本指針：「行政改革・適正な行政運営の推進」
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３．第３期中期計画期間における財政見通し

　今後の本市のまちづくりの基本的な方向性を示し、市政運営の舵取りの指針

である第５次総合計画における中期計画の財政的な裏付けを明らかにするため、

第３期中期計画期間における財政見通しを公表し、健全かつ持続可能な財政運

営を堅持するための指針にするとともに、今後の予算編成の目標とします。

＜第３期中期計画期間における財政運営の基本的な目標＞

ⅰ） 「信頼される都市経営のまち」の視点に立った、財政収支の均衡

ⅱ） 市債現在高については、財政見通しで示す現在高以内に抑制

ⅲ） 基金現在高については、財政見通しで示す現在高以上を確保

↓

「今後の行財政運営の方向性」

①歳入・歳出両面における抜本的な見直しを実施

②新たな施策展開を実現するため、新たな財源を生み出す

③将来においても持続可能な財政運営を維持するため、収支不足を解消

（単位：百万円）

予算

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

34,692 35,085 35,107 36,014 35,780

23,181 23,227 23,360 23,519 23,146

6,890 7,220 7,164 7,223 7,344

4,621 4,638 4,583 5,272 5,290

16,743 15,738 16,484 16,519 16,383

4,946 6,158 5,559 4,953 5,047

1,965 665 525 525 525

1,100 200 200 200 200

4,614 4,695 4,621 4,701 4,718

62,960 62,341 62,296 62,712 62,453

35,834 35,682 36,015 36,716 37,372

11,944 11,850 11,980 12,130 12,022

18,041 17,834 18,298 18,774 19,262

5,849 5,998 5,737 5,812 6,088

5,084 5,372 5,624 5,597 4,476

22,042 22,334 22,803 22,889 23,398

62,960 63,388 64,442 65,202 65,246

（※1）借換分を含む （※2）災害復旧費を含む

市税

地方交付税

その他

国府支出金

市債（※1）

歳
入

歳
出

一般財源

公債費（※1）

人件費

扶助費

義務的経費

区分

合計

基金繰入金

合計

見通し

投資的経費（※2）

その他

財政調整基金

その他
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４．宇治市財政健全化推進プランの基本的な考え方

　財政見通しの策定時点で約８５億円の大幅な収支不足を見込んでいたこと

から、持続的な質の高い市民サービスの提供と魅力ある宇治市を築く未来へ

の投資を進めていくためにも、徹底した行政改革を進め、市民理解を得られ

るよう、人件費等については、削減に向けたより一層の取組を進めるととも

に、計画的な財政健全化を推進する取組を進めます。

○基本指針： 「信頼される都市経営のまちを目指し、健全で持続可能な

　行財政運営を実施」

○計画期間： 平成３０～３３年度（４年間）

○計画目標： １．将来を見越した財政構造の見直し

２．財政見通しにおける収支不足額の解消

○方 向 性： 選択と集中による抜本的な事務事業の見直しや、歳入の

確保など、財政健全化に向けた取組を実施

　＜１．歳出の見直し＞

▽ 人件費等の削減

→ 給与水準を示す指標の一つであるラスパイレス指数が高い状況

などを踏まえ、見直しを図る。

・職員定数の見直し

・給与の適正化と、継続的な時間外の縮減

・旅費日当の見直し　等

▽ 事務事業の見直し

→ すべての事務事業の必要性、有効性、効率性などについて、

検証・分析を行い、「選択と集中」による効果的・効率的な

事業実施を図るとともに、既存事業の廃止や縮小、イベント

事業や補助金等の見直しなどにより、歳出の削減を図る。
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・歳出全般にわたっての事業見直し

⇒ 公用車の減車・更新の延伸、

　 市単独事業の見直し、

　 公共事業等の延伸、維持管理費の縮減、

　 公共施設等アセットマネジメントの推進　等

・補助金の見直し

・イベント、啓発事業等の見直し

　＜２．歳入の確保＞

▽ 使用料・手数料等の見直し

→ 公共施設等の使用料については、開設以来、改定を行ってい

ないものが多く、維持管理コストに対して受益者が負担する

割合が低い状況などを踏まえ、受益と負担の公平性の観点か

ら、適正な負担水準等を考慮し、適宜見直しを図る。

→ 手数料等については、これまでの算定根拠等を踏まえる中で、

処理等に要するコストを再計算し、適宜見直しを図る。

▽ 新たな歳入の確保

・市有財産の有効活用、駐車場の有料化

・市有地の売却

・有料広告事業の拡大　等
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５．財政健全化を推進する取組内容

　財政見通し策定時点に見込まれた約８５億円の収支不足額を解消するため、

財政健全化に向けた取組を進めていきます。

(１) 歳出の見直し

１． 人件費等の削減 9.5 億円

○見直し等を検討する主な内容

給与水準を示す指標の一つであるラスパイレス指数が高い状況などを

踏まえ、給与の適正化を図るとともに、職員定数、旅費日当等につい

て見直し

２． 歳出全般にわたっての事業見直し 36.0 億円

○見直し等を検討する主な内容

（市長公室）

・ 職員厚生対策費 ・ 市政だより発行費

（政策経営部）

・ 魅力発信プラットフォーム運営等事業費

（総務部）

・ 情報システム運営費

（市民環境部）

・ 広聴事務費(市政モニター制度) ・ 源氏ろまん事業費

・ 古紙回収事業費 ・ 城南衛生管理組合分担金(ごみ)

・ 宇治のこだわり農業支援事業費 ・ 新規就農者定着促進事業費

・ 宇治市中小企業低利融資事業費 ・ 中小企業融資保証料・利子補給金

・ 事業系一般廃棄物収集体制の見直し
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（福祉こども部）

・ 宇治市奨学資金貸与費 ・ くらしの資金貸付事業費

・ 福祉タクシー扶助費 ・ 各種自己負担助成金(診断書料助成)

・ 障害者施設等通所交通費助成金

・ 心身障害者介護支援(レスパイトサービス)事業費

・ 地域子育てひろば支援事業費 ・ しあわせ子育ち・子育て応援事業費

・ 子育て支援環境整備事業費 ・ 保育所等緊急安全対策事業費

・ 民間保育所等運営補助金 ・ 育成学級緊急安全対策事業費

・ パパママスタート開催費 ・ 絵本ふれあい事業費

（健康長寿部）

・ 在宅要援護老人対策費 ・ 敬老会開催費

・ 高齢者活動事業費

・ 高齢者あん摩・マッサージ・指圧・はり・きゅう施術費助成事業費

・ 子育て支援医療費支給費 ・ 健康教育費

・ 各種がん検診費 ・ 休日急病診療所運営費

・ 介護予防把握事業費 ・ 複合型介護予防教室開催費

・ 在宅高齢者介護激励金支給事業費

・ 保険料の収納率向上施策 ・ 健康増進施策の推進

・ 国民健康保険事業特別会計繰出金 （社会保障経費の増加抑制）

・ 後期高齢者医療事業特別会計繰出金

・ 介護保険事業特別会計繰出金

（建設総括室・建設部）

・ 道路維持修繕事業費 ・ 道路新設改良費

・ 河川排水路等維持管理費 ・ 河川改修費

・ 工事監督業務に係る時間外縮減施策

（都市整備部）

・ 緑化啓発費 ・ 自転車等駐車場管理費

・ 自転車放置防止対策費 ・ 交通指導員設置費

・ 公園維持管理費 ・ 公園施設管理委託費

・ 源氏ゆめほたる事業費 ・ 文化財保護費
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（教育部）

・ 地域緊急安全対策事業費 ・ 学校版環境ＩＳＯ実施事業費

・ 「宇治学」推進事業費 ・ 「宇治学」宇治の魅力体験支援事業費

・ 心と学びのパートナー派遣事業費

・ 適応指導教室運営費 ・ メンタルフレンド推進事業費

・ 教育情報ネットワークシステム運営費

・ 小学校就学援助費 ・ 小学校「総合的な学習の時間」推進費

・ 中学校就学援助費 ・ 中学校「総合的な学習の時間」推進費

・ 幼稚園管理運営費 ・ 私立幼稚園就園助成費補助金

・ スポーツ振興基金活用事業費

（消防本部）

・ 消防機械器具整備費

（関係部局）

・ 近畿圏外への出張の抑制

・ 公用車の減車・更新の延伸

・ 公共事業等の延伸

・ 公共施設等アセットマネジメントの推進

（集会所、ふれあいセンター、公民館など）

３． 補助金の見直し 9.8 億円

○見直し等を検討する主な内容

・ 平成３０年度は、公募等により申請を受け付けている補助金について、

　 ２０％を目標に削減

・ 平成３０年度に、補助金全件を対象として積算根拠、効果、課題等を

再評価し、平成３１年度以降に、全体の１０％を目標に削減

４． イベント、啓発事業等の見直し 1.4 億円

○見直し等を検討する主な内容

イベント、啓発事業については、有効性などを検討し、廃止、休止、

規模の縮小及び周年開催など、全体として半減を目標に削減
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(２) 歳入の確保

１． 使用料・手数料等の見直し 4.8 億円

○見直し等を検討する主な内容

・ 公共施設の使用料をはじめ、手数料や負担金について、維持管理コストや

処理コストを踏まえ、受益と負担の公平性の観点から負担水準を考慮し、

見直しを実施

（対象となる主な公共施設）

コミュニティセンター、文化センター、産業会館、観光センター、

市営茶室、産業振興センター、男女共同参画支援センター、斎場、

有料公園、自転車等駐車場、学校施設、生涯学習センター、

野外活動センター、源氏物語ミュージアム

（対象となる主な手数料）

督促手数料、廃家電収集運搬手数料、一般廃棄物処理手数料、

死獣処理手数料、屋外広告物等許可申請手数料

（対象となる主な自己負担金）

保育所・幼稚園保育料、学童保育協力金、事業参加者等自己負担金、

撤去自転車等保管料等

・ 現在、受益者負担を導入していないサービスの内容を検証し、受益と

負担の公平性の観点から、新たに受益者負担を導入すべきサービスの

洗い出しを行い、有料化を実施

（主な内容）

有料指定ごみ袋制の導入、利用料を徴収していない施設の有料化、

事業参加者等自己負担金の見直し

２. 市有財産の有効活用、駐車場の有料化 1.3 億円

○見直し等を検討する主な内容

公共施設駐車場の有料化や基金運用の効率化を図り、歳入を確保
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３． 市有地の売却 2.8 億円

○見直し等を検討する主な内容

未利用の市有財産の売却などにより、歳入を確保

４． 有料広告事業の拡大等 3.0 億円

○見直し等を検討する主な内容

有料広告事業の拡大やふるさと納税制度の推進、クラウドファンディング

の活用などにより、歳入を確保

（３）総括

（１）歳出の見直し

1. 人件費等の削減

2. 歳出全般にわたっての事業見直し

　公用車の減車・更新の延伸

　市単独事業の見直し

　公共事業等の延伸

　維持管理費の縮減

　公共施設等アセットマネジメントの推進

3. 補助金の見直し

4. イベント、啓発事業等の見直し

（２）歳入の確保

1. 使用料・手数料等の見直し

2. 市有財産の有効活用、駐車場の有料化

3. 市有地の売却

4. 有料広告事業の拡大等

1.3 億円

2.8 億円

3.0 億円

1.4 億円

11.9 億円

4.8 億円

68.6 億円

56.7 億円

9.5 億円

36.0 億円

9.8 億円

　　４年間の取組額の合計
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６．本プランの進め方

　平成３０年度予算編成については、財政見通し策定時点から、市税収入が

７．１億円増加する一方で、地方交付税は４．５億円減少するとともに、扶

助費においては、４．８億円増加するなど、様々な変動要素がある中で、第

３期中期計画における重点的施策を積極的に進めるとともに、「選択と集中」

による施策の優先順位の見極めと、国府等の財源の有効活用、歳入・歳出の

両面からの抜本的な見直しなどに取り組んだことにより、収支均衡が図れた

ところです。

　第３期中期計画における４年間の財政見通しや本プランにおける取組額に

つきましては、毎年度の予算編成における目標となるものであり、その過程

においては、新たな変動要素なども出てくるものと考えておりますが、依然

として厳しい財政状況に変わりは無く、持続可能な財政運営を目指し、将来

を見据えた財政健全化の取組となりますことから、本プランに位置付ける取

組については、着実に実行できるよう努めてまいります。

　今後４年間での取組額としては、財政見通し策定時点での収支不足である

約８５億円に対して、約１６億円不足している状況となっているところです

が、国においては、経済の好循環が更に進展する中で、民間需要を中心とし

た景気回復が見込まれるとされておりますので、市税収入の更なる好転にも

期待をするとともに、行財政改革の取組をより一層進め、これからの経済情

勢の変動や、国府等の制度変更、各年度の決算状況、市民ニーズの変化等に

ついても十分に見定めながら、毎年度の予算編成の中で、本プランの取組内

容を必要に応じて見直し、収支均衡に向けて調整を図っていくことといたし

ます。
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７．中・長期を見据えた取組

　人口減少・少子高齢社会が進展する中で、中・長期にわたって財政が安定化

し、持続的に発展するまちづくりを推進していくためには、歳入の要である市

税収入を確保し、魅力ある宇治市を築くための未来への投資を積極的に行って

いくことが重要となってきます。

　そのためにも、財政健全化推進プランにおける取組を着実に進めなければな

らないところであり、プランの着実な実行により、これまで以上に健全な財政

を維持するとともに、基金や市債のあり方も含めた財政構造等の見直しを行っ

ていくことが、将来的にも持続可能な財政運営につながるものであると考えて

います。

　そのような中、第３期中期計画における８つの重点的施策の中で、最も重要

な位置付けとしている「戦略的な産業活性化の推進」に基づき、市内企業の発

展支援や、新たな企業の創出に向けた取組を推進することにより、市内経済を

活性化・発展させるとともに、安定した雇用を産み出していくことが、定住人

口の確保につながり、ひいては市税収入の増加や、本市の持続的な発展に寄与

するものと期待しています。

　さらに、市が保有する魅力的な資源を活かし、子どもから高齢者までの様々

な世代の方々が宇治への愛着と誇りを育み、誰もが「住みたい、住んでよかっ

たと魅力を感じるまち」と実感していただくことが重要であり、「宇治市まち

・ひと・しごと創生総合戦略」の５つの基本目標に沿って、積極的に取り組む

とともに、とりわけ妊娠から出産・子育てまでの切れ目のない総合的な子育て

支援につきましては、きめ細やかな施策展開により、市民サービスの更なる向

上に取り組むこととしています。

　したがいまして、中・長期的な視点を持ち、将来の世代に負担を先送りする

ことなく、“信頼される都市経営のまち”を目指し、健全で持続可能な行財政

運営に取り組むとともに、「未来に夢と希望の持てる新しい宇治市」を築くた

めの各種施策に、全庁を挙げて取り組んでまいります。
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１．廃止、もしくは縮小・見直しを行った主な事務事業一覧

①「イベント廃止・縮小」 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 内容など

1 秘書広報課 秘書事務費 7,149 8,430 △ 1,281 市制記念式典経費の見直し

2 総務課 平和のつどい事業費 4,029 3,860 169 事業内容の見直し

3 政策推進課 魅力発信プラットフォーム運営等事業費 370 592 △ 222 一部経費の縮減

4 環境企画課 エコファミリー推進事業費 44 95 △ 51 一部経費の縮減

5 環境企画課 地球温暖化対策推進事業費 144 375 △ 231 環境フェスタの講演廃止

6 環境企画課 緑のカーテン推進事業費 406 902 △ 496 一部経費の縮減

7 秘書広報課 咸陽市交流促進費 487 36 451 派遣・受入周期等の見直し

8 秘書広報課 カムループス市交流促進費 4,718 6,761 △ 2,043 派遣・受入周期等の見直し

9 公園緑地課 緑化啓発費 191 1,556 △ 1,365 秋の緑化フェアの休止

10 男女共同参画課 男女共同参画施策推進費 2,373 2,722 △ 349 一部経費の縮減

11 文化自治振興課 源氏ろまん事業費 20,739 24,690 △ 3,951
文学賞・市民文化賞贈呈式及び
記念イベント、スタンプラリー実
施手法の見直し

12 文化自治振興課 市民交流ロビーコンサート開催費 330 356 △ 26 一部経費の縮減

13 人権啓発課 人権啓発事業費 4,155 4,533 △ 378 ミニコンサート等の廃止

14 健康生きがい課 敬老会開催費 0 12,106 △ 12,106 敬老会の廃止

15 人権啓発課 コミュニティワーク啓発交流活動推進事業費 5,164 5,359 △ 195 一部経費の縮減

16 健康生きがい課 健康づくり・食育推進計画推進事業費 325 650 △ 325 イベント開催の見直し

17 健康生きがい課 骨粗しょう症予防対策費 437 859 △ 422 講座回数の減

18 商工観光課 技能功労者表彰 226 283 △ 57 一部経費の縮減

19 農林茶業課 宇治市農林まつり事業費 0 450 △ 450 負担金の廃止

20 農林茶業課 宇治市農産物普及促進事業費 28 222 △ 194 農産物講座等の廃止

21 農林茶業課 宇治茶宣伝事業補助金 250 500 △ 250 一部経費の縮減

22 農林茶業課 一般事務費（林業費） 144 423 △ 279 木工教室の廃止

23 商工観光課 宇治茶巡りガイドツアー事業費 75 150 △ 75 一部経費の縮減

24 商工観光課 観光活性化事業補助金 3,287 7,747 △ 4,460 花火代替事業等の減

25 商工観光課 市民観光デイ推進事業費 0 0 0 事業の廃止

26 文化自治振興課 消費生活講座開催費 0 111 △ 111 啓発講座等の休止

27 文化自治振興課 消費生活展開催費 0 0 0 消費者まつりの廃止

28 公園緑地課 源氏ゆめほたる事業費 3,650 4,300 △ 650 開催期間等の見直し

29 生涯学習課 スポーツ教室開催費 1,647 2,015 △ 368 実施回数等の見直し

30 生涯学習課 スポーツ振興基金活用事業費 3,884 6,557 △ 2,673
全国大会等出場激励金交付額
の見直し

31 生涯学習課 生涯学習センター講座等開催費 1,315 2,624 △ 1,309
講座内容や運営の工夫等による
経費縮減

平成30年度予算比較表（見直し、新規・拡充、使用料）

平 成 30 年 2 月 23 日
予算特別委員会資料
政 策 経 営 部 財 務 課



②「補助金の見直し」 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 内容など

1 職員厚生課 職員厚生対策費 36,162 37,954 △ 1,792 共済組合負担金の見直し

2 危機管理課 自主防災組織育成事業補助金 1,500 3,000 △ 1,500 補助金予算の一律削減

3 環境企画課 浄化槽設置整備事業費補助金 6,036 7,446 △ 1,410 補助金予算の一律削減

4 環境企画課 家庭用雨水タンク設置事業費補助金 800 1,000 △ 200 補助金予算の一律削減

5 環境企画課 自立型再生可能エネルギー導入事業費補助金 12,800 16,000 △ 3,200 補助金予算の一律削減

6 文化自治振興課 民間集会所支援補助金 10,000 16,000 △ 6,000 補助金予算の一律削減

7 障害福祉課 宇治市身体障害者福祉協議会等運営補助金 2,070 3,470 △ 1,400 障害者福祉大会事業補助金の廃止

8 保育支援課 民間保育所等運営補助金 425,550 471,475 △ 45,925 補助要件の一部見直し

9 ごみ減量推進課 ごみ減量化促進対策費 0 440 △ 440 生ごみ処理機補助金等の廃止

10 農林茶業課 新規就農者定着促進事業費 0 500 △ 500 補助金予算の一律削減

11 農林茶業課 高品質茶推進事業補助金 5,000 6,250 △ 1,250 補助金予算の一律削減

12 農林茶業課 優良茶園振興事業補助金 2,400 3,000 △ 600 補助金予算の一律削減

13 商工観光課 観光インバウンド推進事業費 7,535 7,650 △ 115 事業内容の見直し

14 商工観光課 中小企業振興対策事業費 6,400 8,000 △ 1,600 補助金予算の一律削減

15 産業推進課 展示会出展支援助成事業費 2,000 2,500 △ 500 補助金予算の一律削減

16 維持課 私道改良事業費 14,400 18,000 △ 3,600 補助金予算の一律削減

17 都市計画課 まちづくり活動支援事業費 1,210 1,413 △ 203 補助金予算の一律削減

③高齢者施策の見直し （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 内容など

1 健康生きがい課 在宅要援護老人対策費 3,701 22,089 △ 18,388 実施手法の見直し

2 健康生きがい課 高齢者活動事業費 1,438 1,666 △ 228 敬老月間経費の縮減

3 健康生きがい課 高齢者あん摩等助成事業費 0 12,831 △ 12,831 金銭等の給付事業の廃止

4 健康生きがい課 骨粗しょう症予防教室事業費 0 675 △ 675 事業の廃止

5 健康生きがい課 在宅高齢者介護激励金支給事業費 0 39,017 △ 39,017 金銭等の給付事業の廃止

④国民健康保険事業特別会計繰出金の一部休止 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 内容など

1 国民健康保険課 臨時特別繰出金 0 150,000 △ 150,000 繰出の休止



⑤維持管理費の縮減、公共事業などの延伸 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 内容など

1 維持課 道路維持修繕事業費 528,365 615,296 △ 86,931 全体事業費の縮減

2 維持課 河川排水路等維持管理費 117,304 124,763 △ 7,459 全体事業費の縮減

3 雨水対策課 排水路改良事業費 93,298 147,330 △ 54,032 全体事業費の縮減

4 公園緑地課 公園維持管理費 96,140 91,387 4,753 剪定・薬剤散布経費等の縮減

5 公園緑地課 公園施設管理委託費 314,376 347,358 △ 32,982 植物公園タペストリーの縮減等

6 公園緑地課 黄檗公園再整備事業費 60,360 267,354 △ 206,994 予定事業内容の延伸

7 関係各課 公用車の更新延伸等 - - - 取組額 190,000千円

⑥その他、シーリングによる削減等 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 比較 内容など

1 文化自治振興課 広聴事務費 115 430 △ 315 市政モニター廃止

2 生涯学習課 市民会館管理運営費 473 11,469 △ 10,996 施設の閉館

3 こども福祉課 子育て支援環境整備事業費 0 2,280 △ 2,280 事業休止

4 保健推進課 絵本ふれあい事業費 1,290 2,960 △ 1,670 絵本配付対象の見直し

5 健康生きがい課 肝炎ウイルス検診費 5,376 7,583 △ 2,207 無料受診対象者の縮小

6 健康生きがい課 感染症対策費 0 14 △ 14 啓発方法の見直し

7 健康生きがい課 前立腺がん検診費 6,094 9,500 △ 3,406 受診隔年化による見直し

8 学校教育課 学校版環境ＩＳＯ実施事業費 0 765 △ 765 事業廃止

9 生涯学習課 人材バンク事業費 0 55 △ 55 研修会の見直し（制度は継続実施）

10 生涯学習課 公民館費 37,362 41,296 △ 3,934 一部経費の削減

11 関係各課 近畿圏外旅費等の見直し - - - 取組額 21,000千円

12 関係各課 予算要求基準等による削減 - - - 取組額 50,000千円

２．新規・拡充事業一覧 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 新規・拡充

1 危機管理課 崖地近接等危険住宅移転事業補助金 802 0 802 ≪新規≫

2 行政経営課 ふるさと応援施策推進事業費 60,654 30,000 30,654 ＜拡充＞

3 行政経営課 指定管理者制度検討事業費 350 0 350 ≪新規≫

4 総務課 防犯カメラ設置事業補助金 1,200 0 1,200 ≪新規≫

5 総務課 空き家等対策事業費 129 400 △ 271 ＜拡充＞

6 総務課 空き家等対策計画策定費 1,744 0 1,744 ≪新規≫

7 管財課 庁舎温室効果ガス削減対策事業費 52,000 0 52,000 ＜拡充＞

8 管財課 市有林整備推進事業費 2,000 0 2,000 ≪新規≫

9 文化自治振興課 文化センター長寿命化計画策定費 11,000 0 11,000 ≪新規≫

10 文化自治振興課 合唱団活動費 2,874 2,764 110 ＜拡充＞

11 農林茶業課 豊かな森を育てる事業費 5,500 0 5,500 ≪新規≫

12 商工観光課 観光情報発信事業費 6,467 6,360 107 ＜拡充＞

13 商工観光課 観光案内サイン整備事業費 12,800 0 12,800 ≪新規≫

14 産業推進課 産業戦略策定費 9,500 0 9,500 ≪新規≫

15 地域福祉課 地域共生社会推進事業補助金 3,000 0 3,000 ≪新規≫

16 障害福祉課 障害者介護給付費 2,341,315 2,035,349 305,966 ＜拡充＞

17 障害福祉課 手話奉仕員養成講座開設事業費 1,717 1,717 0 ＜拡充＞

18 障害福祉課 障害者コミュニケーションツール整備事業費 477 0 477 ≪新規≫

19 こども福祉課 児童扶養手当費 797,319 828,747 △ 31,428 ＜拡充＞

20 こども福祉課 地域子育て支援拠点事業費 56,286 56,355 △ 69 ＜拡充＞

21 保育支援課 保育コンシェルジュ設置費 3,309 0 3,309 ≪新規≫

22 保育支援課 民間保育所等運営経費 3,337,594 3,205,862 131,732 ＜拡充＞

23 保育支援課 小規模保育事業費 141,556 111,322 30,234 ＜拡充＞

24 保育支援課 保育所府内産木材遊具等整備事業費 3,500 0 3,500 ≪新規≫

25 保健推進課 妊娠・産後支援事業費 4,303 0 4,303 ≪新規≫

26 保健推進課 妊婦面談事業費 4,248 0 4,248 ≪新規≫

27 健康生きがい課 地域介護予防拠点整備費補助金 6,000 0 6,000 ≪新規≫

28 健康生きがい課 認知症総合センター機能強化事業費 4,500 0 4,500 ≪新規≫

29 健康生きがい課 認知症早期相談支援ツール整備事業費 460 0 460 ≪新規≫

30 健康生きがい課 地域福祉センター再整備事業費 30,481 0 30,481 ＜拡充＞

31 健康生きがい課 食育・減塩推進事業費 1,700 0 1,700 ≪新規≫

32 道路建設課 交通安全施設整備事業費 30,000 38,072 △ 8,072 ＜拡充＞

33 道路建設課 人にやさしい道づくり事業費 10,000 0 10,000 ＜拡充＞

34 道路建設課 菟道志津川線道路改良事業費 116,140 20,380 95,760 ＜拡充＞

35 道路建設課 ＪＲ六地蔵駅前広場整備事業費 13,100 0 13,100 ≪新規≫

36 維持課 道路インフラ長寿命化事業費 174,540 0 174,540 ≪新規≫

37 住宅課 子育て世帯向け住宅整備費 3,000 0 3,000 ≪新規≫

38 公園緑地課 公園維持管理費 96,140 91,387 4,753 ＜拡充＞

39 公園緑地課 植物公園あり方検討事業費 324 0 324 ≪新規≫



２．新規・拡充事業一覧 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 新規・拡充

1 危機管理課 崖地近接等危険住宅移転事業補助金 802 0 802 ≪新規≫

2 行政経営課 ふるさと応援施策推進事業費 60,654 30,000 30,654 ＜拡充＞

3 行政経営課 指定管理者制度検討事業費 350 0 350 ≪新規≫

4 総務課 防犯カメラ設置事業補助金 1,200 0 1,200 ≪新規≫

5 総務課 空き家等対策事業費 129 400 △ 271 ＜拡充＞

6 総務課 空き家等対策計画策定費 1,744 0 1,744 ≪新規≫

7 管財課 庁舎温室効果ガス削減対策事業費 52,000 0 52,000 ＜拡充＞

8 管財課 市有林整備推進事業費 2,000 0 2,000 ≪新規≫

9 文化自治振興課 文化センター長寿命化計画策定費 11,000 0 11,000 ≪新規≫

10 文化自治振興課 合唱団活動費 2,874 2,764 110 ＜拡充＞

11 農林茶業課 豊かな森を育てる事業費 5,500 0 5,500 ≪新規≫

12 商工観光課 観光情報発信事業費 6,467 6,360 107 ＜拡充＞

13 商工観光課 観光案内サイン整備事業費 12,800 0 12,800 ≪新規≫

14 産業推進課 産業戦略策定費 9,500 0 9,500 ≪新規≫

15 地域福祉課 地域共生社会推進事業補助金 3,000 0 3,000 ≪新規≫

16 障害福祉課 障害者介護給付費 2,341,315 2,035,349 305,966 ＜拡充＞

17 障害福祉課 手話奉仕員養成講座開設事業費 1,717 1,717 0 ＜拡充＞

18 障害福祉課 障害者コミュニケーションツール整備事業費 477 0 477 ≪新規≫

19 こども福祉課 児童扶養手当費 797,319 828,747 △ 31,428 ＜拡充＞

20 こども福祉課 地域子育て支援拠点事業費 56,286 56,355 △ 69 ＜拡充＞

21 保育支援課 保育コンシェルジュ設置費 3,309 0 3,309 ≪新規≫

22 保育支援課 民間保育所等運営経費 3,337,594 3,205,862 131,732 ＜拡充＞

23 保育支援課 小規模保育事業費 141,556 111,322 30,234 ＜拡充＞

24 保育支援課 保育所府内産木材遊具等整備事業費 3,500 0 3,500 ≪新規≫

25 保健推進課 妊娠・産後支援事業費 4,303 0 4,303 ≪新規≫

26 保健推進課 妊婦面談事業費 4,248 0 4,248 ≪新規≫

27 健康生きがい課 地域介護予防拠点整備費補助金 6,000 0 6,000 ≪新規≫

28 健康生きがい課 認知症総合センター機能強化事業費 4,500 0 4,500 ≪新規≫

29 健康生きがい課 認知症早期相談支援ツール整備事業費 460 0 460 ≪新規≫

30 健康生きがい課 地域福祉センター再整備事業費 30,481 0 30,481 ＜拡充＞

31 健康生きがい課 食育・減塩推進事業費 1,700 0 1,700 ≪新規≫

32 道路建設課 交通安全施設整備事業費 30,000 38,072 △ 8,072 ＜拡充＞

33 道路建設課 人にやさしい道づくり事業費 10,000 0 10,000 ＜拡充＞

34 道路建設課 菟道志津川線道路改良事業費 116,140 20,380 95,760 ＜拡充＞

35 道路建設課 ＪＲ六地蔵駅前広場整備事業費 13,100 0 13,100 ≪新規≫

36 維持課 道路インフラ長寿命化事業費 174,540 0 174,540 ≪新規≫

37 住宅課 子育て世帯向け住宅整備費 3,000 0 3,000 ≪新規≫

38 公園緑地課 公園維持管理費 96,140 91,387 4,753 ＜拡充＞

39 公園緑地課 植物公園あり方検討事業費 324 0 324 ≪新規≫

（単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 新規・拡充

40 都市計画課 土地利用転換可能性調査事業費 5,000 0 5,000 ≪新規≫

41 建築指導課 耐震診断・耐震改修推進事業費 56,833 53,500 3,333 ＜拡充＞

42 交通政策課 交通バリアフリー推進事業費 13,722 116,833 △ 103,111 ＜拡充＞

43 学校教育課 中学校給食基本構想策定費 469 0 469 ≪新規≫

44 学校教育課 教育情報ネットワークシステム運営費 140,662 132,864 7,798 ＜拡充＞

45 学校教育課 小学校・中学校・幼稚園維持整備事業 1,183,182 200,457 982,725 ＜拡充＞

46 学校教育課 小学校・中学校就学援助費 139,164 157,480 △ 18,316 ＜拡充＞

47 学校教育課 幼稚園府内産木材遊具等整備事業費 2,000 0 2,000 ≪新規≫

48 学校教育課 幼稚園預かり保育事業費 1,833 0 1,833 ≪新規≫

49 一貫教育課 小中一貫教育推進費 48,696 48,915 △ 219 ＜拡充＞

50 教育支援課 不登校児童生徒支援事業費 5,937 0 5,937 ≪新規≫

51 源氏物語ミュージアム 企画展示費 3,483 2,380 1,103 ＜拡充＞

52 源氏物語ミュージアム 源氏物語ミュージアム広報活動費 2,650 1,150 1,500 ＜拡充＞

53 源氏物語ミュージアム 源氏物語ミュージアムリニューアル事業費 139,997 0 139,997 ＜拡充＞

54 各図書館 図書館事業計画推進費 3,290 400 2,890 ＜拡充＞

55 消防総務課 通信施設維持管理費 39,025 60,809 △ 21,784 ＜拡充＞

56 消防総務課 消防団施設整備費 1,730 1,500 230 ＜拡充＞

57 消防総務課 災害情報収集活動強化事業費 136 0 136 ≪新規≫

58 国民健康保険課 レセプト点検費 10,687 9,052 1,635 ＜拡充＞

59 健康生きがい課・介護保険課 第１号訪問事業費 142,824 66,910 75,914 ＜拡充＞

60 健康生きがい課 地域介護予防調査研究事業費 500 0 500 ≪新規≫

61 健康生きがい課 家族介護者支援事業費 15,267 12,878 2,389 ＜拡充＞

62 健康生きがい課 在宅医療・介護連携推進事業費 9,474 0 9,474 ≪新規≫

63 健康生きがい課 生活支援体制整備事業費 9,020 4,500 4,520 ＜拡充＞

64 環境企画課 合葬墓整備基本計画策定費 5,000 0 5,000 ≪新規≫

65 上下水道部
水道施設整備計画及び水道事業ビジョン策
定委託業務＜債務負担行為設定＞

51,000 0 51,000 ≪新規≫

66 上下水道部
雨水貯留施設（老ノ木貯留管）整備工事＜
債務負担行為設定＞

498,000 0 498,000 ≪新規≫

※債務負担行為設定については限度額



（単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 予算比較 新規・拡充

40 都市計画課 土地利用転換可能性調査事業費 5,000 0 5,000 ≪新規≫

41 建築指導課 耐震診断・耐震改修推進事業費 56,833 53,500 3,333 ＜拡充＞

42 交通政策課 交通バリアフリー推進事業費 13,722 116,833 △ 103,111 ＜拡充＞

43 学校教育課 中学校給食基本構想策定費 469 0 469 ≪新規≫

44 学校教育課 教育情報ネットワークシステム運営費 140,662 132,864 7,798 ＜拡充＞

45 学校教育課 小学校・中学校・幼稚園維持整備事業 1,183,182 200,457 982,725 ＜拡充＞

46 学校教育課 小学校・中学校就学援助費 139,164 157,480 △ 18,316 ＜拡充＞

47 学校教育課 幼稚園府内産木材遊具等整備事業費 2,000 0 2,000 ≪新規≫

48 学校教育課 幼稚園預かり保育事業費 1,833 0 1,833 ≪新規≫

49 一貫教育課 小中一貫教育推進費 48,696 48,915 △ 219 ＜拡充＞

50 教育支援課 不登校児童生徒支援事業費 5,937 0 5,937 ≪新規≫

51 源氏物語ミュージアム 企画展示費 3,483 2,380 1,103 ＜拡充＞

52 源氏物語ミュージアム 源氏物語ミュージアム広報活動費 2,650 1,150 1,500 ＜拡充＞

53 源氏物語ミュージアム 源氏物語ミュージアムリニューアル事業費 139,997 0 139,997 ＜拡充＞

54 各図書館 図書館事業計画推進費 3,290 400 2,890 ＜拡充＞

55 消防総務課 通信施設維持管理費 39,025 60,809 △ 21,784 ＜拡充＞

56 消防総務課 消防団施設整備費 1,730 1,500 230 ＜拡充＞

57 消防総務課 災害情報収集活動強化事業費 136 0 136 ≪新規≫

58 国民健康保険課 レセプト点検費 10,687 9,052 1,635 ＜拡充＞

59 健康生きがい課・介護保険課 第１号訪問事業費 142,824 66,910 75,914 ＜拡充＞

60 健康生きがい課 地域介護予防調査研究事業費 500 0 500 ≪新規≫

61 健康生きがい課 家族介護者支援事業費 15,267 12,878 2,389 ＜拡充＞

62 健康生きがい課 在宅医療・介護連携推進事業費 9,474 0 9,474 ≪新規≫

63 健康生きがい課 生活支援体制整備事業費 9,020 4,500 4,520 ＜拡充＞

64 環境企画課 合葬墓整備基本計画策定費 5,000 0 5,000 ≪新規≫

65 上下水道部
水道施設整備計画及び水道事業ビジョン策
定委託業務＜債務負担行為設定＞

51,000 0 51,000 ≪新規≫

66 上下水道部
雨水貯留施設（老ノ木貯留管）整備工事＜
債務負担行為設定＞

498,000 0 498,000 ≪新規≫

※債務負担行為設定については限度額



３．主な歳入予算 （単位　千円）

No. 所属 事業名 平成30年度 平成29年度 比較 内容など

1 関係各課 使用料及び手数料 1,538,467 1,411,053 97,414 （詳細下記）

2 管財課 市有財産売払収入 169,902 0 169,902

3 行政経営課 ふるさと応援寄付金 120,000 60,000 60,000

4 関係各課 広告料収入 10,171 7,372 2,799

5 関係各課 有料広告を活用した総合情報誌 - - - 取組額 30,000千円

＜使用料＞

改定する項目 提出議案など 概ねの改定率等 料金の適用日

文化会館使用料 議案第14号 10% 2,299 H30.7.1

コミュニティセンター使用料 議案第15号 25% 1,136 H30.7.1

産業会館使用料 議案第16号 25% 1,207 H30.7.1

観光センター使用料 議案第18号 25% 5 H30.7.1

産業振興センター使用料 議案第19号 25% 232 H30.7.1

男女共同参画支援センター使用料 議案第20号 25% 394 H30.7.1

斎場使用料 議案第22号
全体で25%
（市内 20%）

28,385 H30.7.1

都市公園使用料 議案第26号
植物公園 20～25%

プール 25%
体育館など 10%

7,959 H30.7.1

自転車等駐車場使用料 議案第28号 全区分の平均29.6% 19,200 H30.7.1

学校施設使用料 議案第44号 25% 1,459 H30.7.1

幼稚園使用料（預かり保育）※新規 議案第45号 200円/時間 657 H30.4.1

生涯学習センター使用料 議案第46号 25% 845 H30.7.1

総合野外活動センター使用料 議案第47号 25% 5,960 H30.7.1

巨椋ふれあい運動ひろば使用料 議案第48号 7% 56 H30.7.1

源氏物語ミュージアム使用料 議案第49号
観覧料 20%
大型車 25%

228
観覧料H31.4.1
駐車場H30.7.1

影響額（千円）



＜手数料＞

改定する項目 提出議案など 概ねの改定率等 料金の適用日

市税外収入金に係る督促手数料 議案第9号 50円 → 70円 － H30.4.1

市税に係る督促手数料 議案第11号 50円 → 70円 827 H30.4.1

危険物規制事務手数料 議案第13号 政令に基づく － H30.4.1

廃棄物処理等手数料 議案第23号
　廃家電、事業所、
　死獣　→10%
　臨時ごみ → 20%

3,317 H30.4.1

道路占用料に係る督促手数料 議案第24号 50円 → 70円 － H30.4.1

水路使用料に係る督促手数料 議案第25号 50円 → 70円 － H30.4.1

屋外広告物許可申請等手数料 議案第27号 全体で25% 1,368 H30.7.1

水道事業に係る督促手数料 議案第29号 50円 → 70円 175 H30.4.1

排水設備指定工事業者指定手数料 ※新規分 議案第30号 10,000円 → 15,000円 100 H30.7.1

介護保険料に係る督促手数料 議案第37号 50円 → 70円 76 H30.4.1

後期高齢者医療保険料に係る督促手数料 議案第42号 50円 → 70円 45 H30.4.1

国民健康保険料に係る督促手数料 議案第43号 50円 → 70円 150 H30.4.1

＜その他＞

改定する項目 根拠規定など 概ねの改定率等 料金の適用日

撤去自転車等保管料 規則 15% 75 H30.7.1

歴史資料館特別展入館料 条例 200円 → 300円 100 開催時

肺がん検診時喀痰検査容器代 - 実費 300円 12 検査時

高齢者アカデミー自己負担金 要綱 10,000円 → 15,000円 200 新入学時

　　参考）　保育所保育料において、2号・3号認定については国基準の約75％、1号認定に

　　　　　　　ついては国基準の約85％となるよう、改定を行うこととしています。

影響額（千円）

影響額（千円）




























































































